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研究成果の概要（和文）：本研究は、核拡散防止条約(NPT)が１９６８年に成立して以降、どのように各国の安
全保障政策が再定義され、グローバルな核秩序が成立したのか、それはどのような意味を持ったのかということ
を研究した。その結果、NPTを中心とする不拡散体制と、大国間核抑止や拡大抑止を中心とする抑止の体制の双
方から、グローバルな核秩序が成立したこと、それが日本を中心にアジアにも拡がったこと、同時に、多くの旧
植民地独立国や中立諸国が国際社会に参入し、当初欧州中心であったものをグローバルな核秩序にするにあたっ
て重要な役割を果たしたことが判明した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project was to examine how after the establishment of 
the Nuclear Non-proliferation Treaty (NPT) regime, each country redefined their security policy and 
how global nuclear order was built. This global nuclear order had two pillars: one was the 
non-proliferation regime centering around the NPT, the other was the deterrence regime　built around
 the great power mutual deterrence and extended deterrence.  Japan played an important role in 
extending this order to Asia. Furthermore, many newly independent former colonial countries, as well
 as Neutral countries, became members of the international society in this period, and they also 
played crucial roles in making the initially Europe-centered order inro a global nuclear order.

研究分野：国際安全保障論
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで核秩序、核戦略、軍縮共に、米欧中心に語られることが多かった。だが、実際には「1968年核体制」が
出来上がる過程で、中立国や新興独立諸国が重要な役割を果たしていたことが明らかになった。また、核抑止・
核軍縮を総合的にとらえ、核秩序の安定性を考える枠組みが提示できたことも重要であった。世界はいま、ロシ
アの核の威嚇により核使用に関する規範が危機に晒されている。さらには、中国が米ロ二大国が支配してきた核
秩序に挑戦を突き付けようとしている。この時代において、核兵器に関する安定性を保っていくために何をすべ
きか、既存の秩序をどのように改革していくことが必要かを考えるうえで、本研究は貢献できると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1)研究代表者は、NATO における核共有・核協議制度の成立を直接の対象としつつ、アメリカ
の同盟諸国が NPT（核拡散防止条約）に批准するに至った背景と動機を研究してきた。具体的
には、本研究課題の前段階として「NATOにおける核共有・核協議制度の成立と運用」（基盤（B）
2528053、2013~17年度）プロジェクトにおいて、国内の米欧研究者を中心に研究を進めた。研
究の過程で全 10回の公開研究会を行い、その途上で、国際的な研究ネットワーク構築にも乗り
出した（研究会一覧は、こちら：http://natojp.blogspot.com/p/seminar.html）。同時に、研究代
表者および研究分担者たちが一次史料収集や聞き取り調査を行い、その結果を論文や学会発表
と し て 公 開 し 続 け た （ 研 究 成 果 広 報 一 覧 は こ ち ら ：
http://natojp.blogspot.com/p/achivements_6.html）。その結果、核共有制度は NPT体制が成立
する過程において、核保有国を広げずに、同盟において不拡散の枠組みを確保しようとする試み
の一部であることが分かってきた。核共有と同時に成立した核協議も、アメリカによる同盟国へ
の拡大抑止の信頼性を高めるための制度の一部であると思われた。 
 
(2)アメリカによる同盟諸国が NPT に加盟するにあたって、どのような考慮をしたかに関して
は、2017 年 3 月に研究代表者の本務校である政策研究大学院大学（GRIPS）にて、アメリカ、
イギリス、フランス、カナダ、ドイツ、日本の研究者や元実務研究者の参加を得て、国際会議を
行った。会議の詳細は、ウェブ上（http://www.nptresearch.org/2017-conference.html）で公開
されている。その結果、これらの諸国が NPT加盟を決めるにあたって、アメリカからの拡大抑
止の保障とその信頼性が、重要な要素であったことが判明した。このことは抑止が不拡散体制と
不可分一体であることが指摘された、研究上の大きな一歩であったと考える。この結果は、
Routledge社より、John Baylis and Yoko Iwama (eds.) Joining the Non-Proliferation Treaty 
Deterrence, Non-Proliferation and the American Alliance として出版された。 
 
(3)この間に国際的にも、NPTへ各国が批准するに至った課程の研究が進んできており、その結
果として成立したグローバルな不拡散体制や核秩序 global nuclear order に関する議論も始ま
っていた。一方で、各国の安全保障政策がどのような影響を受けて変容していったのか、また、
同盟としての安全保障政策がどのように変容していったのかに関する研究は、それほど進んで
いなかった。また、研究は比較的アメリカの同盟諸国に関するものが多く、中立諸国、さらには
非同盟諸国の果たした役割に関する研究は少なかった。そこで、本研究では、アメリカの同盟諸
国だけでなく、中立・非同盟諸国も視野に入れることとした。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、核拡散防止条約(NPT)が１９６８年以降に順次各国に署名、批准されたこと
をきっかけに、国際的な核不拡散体制が成立し、同時に、各国の安全保障政策が再定義された態
様を検証することである。研究対象を(1)アメリカの同盟諸国、(2)その他の中立・非同盟諸国に
大別し、以下の要領で研究を進める。 
 
(1)アメリカの同盟諸国に関して、主に下記 3点を解明する。 
①NPT の署名・批准は 1970 年代まで及んだ。この間これらの諸国は、独自で核兵器を保持す
るか、同盟国の拡大抑止に依存するかの検討・選択を迫られたこと。 
②NPT 批准を選択する際、IAEA との保障措置協定を結ぶと同時に、これを国内体制化してい
く過程で、原子力の平和利用に関しても、同盟国及び国際体制と競合的な体制を作るための、取
捨選択を行わなければならなかったこと。 
③また、NPT 加盟の裏面であった拡大抑止の受け入れにおいても、その信頼性を担保し続ける
ために、様々な措置が必要であった。これらは具体的にはどのように制度化されていったのか。 
 
(2)その他の中立・非同盟諸国に関しては、以下の点を解明する。 
①米ソの拡大抑止によってカバーされないこれらの諸国が、それでも NPTに加盟したのは、い
かなる安全保障上の考慮に基づくものであったのか。 
②実際に NPTの交渉過程において、これらの諸国はどのようにして自国に有利な条件を獲得し
ていったのか。その際の優先的考慮はどのような内容であったのか。 
 
 
３．研究の方法 
 



 研究の方法としては、全体を通じて、(1)政策実施者からの聞き取り、(2)一次史料を中心とし
た調査、(3)研究会・国際会議の開催による研究者間の検証、(4)研究結果の公表 という過程を
経た。その上で、各テーマごとに、以下のような異なるアプローチで成果を追求した。 
 
(1)「NATOにおける核共有・核協議制度の成立と運用」に当初から参加していた研究者たちを
中心に、NATO内での核共有の交渉と制度化、核協議制度の発足と運用に関する研究を進めた。
具体的には、各国文書館一次史料収集、オンライン・データベース購入と GRIPS図書館を通じ
ての共有、研究会の開催、学会等における発表などにより研究を深め、プロジェクトの後半では
論文集の出版を目指した。 
 
(2) 本プロジェクトでは、内外の研究者の交流による、日本国内での知見と国際的な知見の統合
を目指すことにも重点を置いていた。上述 2017 年の GRIPS における国際会議により、研究ネッ
トワークが拡大し、知的交流が活発になったことから、再度 2019 年に“The Neutrals and the 
Bomb – the N+N States and Nonproliferation”と題した国際会議を開催した。この会議では、
一方でスウェーデン、オーストリア、スイス、ユーゴスラヴィアなどのヨーロッパの中立諸国、
他方でインド、ブラジル、中国、南アフリカ、エジプトといった、非同盟諸国の研究者に訪日し
てもらい、最新の研究に関する知見を得ることができた（この会議の記録は、
http://www.nptresearch.org/conference-2019.html に掲載）。 
 その後も、これらの諸国研究者との交流を続け、公開研究会にオンラインで参加してもらい、
共に議論を深め・研究をつづけた。 
 
(3)さらに、本プロジェクトで力を入れたのは、従来交流が少なかった日本政治外交史の研究者
と米欧外交史の研究者の知見をつなぎ、さらにそれを世界の知見とつないでいくことであった。
そのための第一段階として、本プロジェクトの対象期間における日本の軍備管理・軍縮外交に焦
点を当て、政策担当者であった当時の外交官に聞き取りを行い、オーラル・ヒストリーとしてま
とめた。このオーラル・ヒストリーの聞き取りのための準備として、可能な限り外務省外交史料
館で公開されている当時の一次史料を探し、重要なものを選別する作業を行った。これらの一次
史料を見てもらうことで、記憶のみを頼りに話してもらうのではなく、当時の記録を目にするこ
とで鮮明になった記憶に基づいて、歴史を語ってもらった。このようにして得られた証言は編集
作業を経て、オーラル・ヒストリーシリーズとして冊子化した。加えて、作業途上で外交史料館
から収集した資料のうち重要なものと、当該外交官から提供を受けた当時の資料や当時のこと
を記した論説等をまとめて別冊資料とし、オンラインのデジタル史料として、GRIPS レポジトリ
で公開をした。 
 
(4)オーラル・ヒストリーの公開にとどまらず、さらにその分析を行い、個別に学会発表、論文
作成等の結果として公表することに努めた。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)NATO における核共有・核協議制度の実態、並びに日本における同時代の動きに関しては、ま
ず GRIPS ディスカッションペーパーのシリーズの中で、下記のような論文が公開された。 
 
 Kishi Toshimitsu, Deliberations on Japanese Nuclear Policy During the Sato 
Administration: Studies by the Cabinet Research Office, GRIPS Discussion Paper, 
2017-15(2018 年 2 月 ) 
https://grips.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_vie
w_main_item_detail&item_id=1616&item_no=1&page_id=13&block_id=24  

 小林弘幸「核不拡散条約草案とイギリス、1964-65 年―「ヨーロピアン・オプション」をめ
ぐ る 議 論 を 中 心 に ― 」 GRIPS Discussion Paper, 2018-2 (2018 年 6 月 ) 
https://grips.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_vie
w_main_item_detail&item_id=1625&item_no=1&page_id=13&block_id=24  

 合六強「西ドイツの核不拡散条約（NPT）署名問題と米国の対応、1968-1969 年」GRIPS 
Discussion Paper, 2018-3 (2018 年 6 月 ) 
https://grips.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_vie
w_main_item_detail&item_id=1626&item_no=1&page_id=13&block_id=24  

 新垣拓「NATO 核共有制度の多角化に向けた取り組み －アイゼンハワー政権における NATO・
MRBM 戦力案の形成過程－」 GRIPS Discussion Paper 2018-19 (2018 年 12 月 ) 
https://grips.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_vie
w_main_item_detail&item_id=1658&item_no=1&page_id=13&block_id=24  

 Lutsch, Andreas. "The German Nuclear Question, 1955-1975 - Conceptual Reflection 
on a Historical Reassessment." GRIPS Discussion Papers 2018-4 (2018 年 6 月) 
https://grips.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_vie



w_main_item_detail&item_id=1627&item_no=1&page_id=13&block_id=24  
 
さ ら に 、 西 ド イ ツ か ら ア ン ド レ ア ス ・ ル ッ チ 氏 （ 2018 年 4 月 7 日
http://www.nptresearch.org/20180407.html ）、イタリアからのレオポルド・ヌッティ氏
（2018 年 3月 10 日 http://www.nptresearch.org/20180310.html ）を招いて、それぞれの
国と NPT、核保有・核協議問題について講演してもらい、協議を行った。  
 
 研究代表者の岩間陽子は、これらの研究の成果を単著『核の 1968 年体制と西ドイツ』（有
斐閣、2021 年）としてまとめた。そこで得られた知見は、①西ドイツが非核保有国の地位を
選択するまでの過程で、アメリカではなくフランスの核抑止力に頼るオプションも検討され
たものの、結局はフランスよりもアメリカの拡大抑止への信頼感が西ドイツ国民の中では大
きかったこと。②核の抑止に過度に依存する戦略への西ドイツ国民の反発がすでに 60 年代
後半には始まっており、1969 年に誕生するブラント新政権は、最初から NPT 加盟を、その新
東方政策の大前提と考えて、緊張緩和による核戦争回避を主要な政策目標に据えたこと。③
これは、「核のタブー」が強まり、核兵器を持つことによって得られる安全よりも、核戦争
の危険を下げることの方が優先順位が高いと考えた世界的趨勢に合致していたということ
であった。世界を滅ぼせるほどの大規模な核戦力によって相互抑止状況にあるのは米ソだけ
であり、その下の英仏中国は自衛に必要な規模の核戦力しか持たない最小限抑止にとどまっ
ていた。また、多くの同盟国が米ソいずれかの拡大抑止に頼ることで均衡が保たれていると
いう世界的な秩序がすでに NPT 発足当時にはほぼ固まっており、これを「核の 1968 年体制」
と名付けた。 
 
 さらに全体の成果をまとめる形で、2023 年 2 月に信山社より、『核共有の現実―NATO の経
験と日本』という共著を出版した。ちょうど日本でも 2022 年 4 月以来、安倍元総理に問題
提起により、核共有というオプションに関する関心が高まっていた。本研究は、①NATO の核
共有は歴史的に、同盟としての抑止力の信頼性を個別の加盟国への核兵器の拡散を招くこと
なく達成する、という目標のために 1950 年代後半から始まった模索の一つの帰結であるこ
と。②現在ある核共有の形は様々な妥協の産物であり、「核共有」という語が与えるイメー
ジとは裏腹に、実際には核協議がメインであり、ハードウェアとしては当時検討されていた
「核共有」提案が断念された後に残った「核備蓄」の運用の形態に過ぎないこと。③NATO の
防衛体制が大きく戦術核の初期使用に依存するものであったため、あれほどまでに多くの戦
術核兵器の欧州前線への配備が必要になったことを、論じている。 
 以上により得られた主な知見は以下の通りである。 
 ・日本としては NATO の形をそのまま取り入れるのは、おそらく適切ではなく、まずは抑
止のために必要な核兵器と通常兵力の全体としての戦略が必要であり、その中で適切な「核
協議」の形も探して行くべきこと。 
・「核協議」には現在すべての NATO 加盟国（フランスを除く）が参加しており、「核共有」
制度をとり入れなくとも、「核協議」だけを日米韓でとり入れることも可能であること。 
・核だけを独立させて強調するのではなく、全体としての抑止力の構築の中で核の役割を
議論していくべきこと。 
 
（2）中立・非同盟諸国の政策に関しては、上記 2018 年 12 月の国際会議開催と並んで、オンラ
イン研究会も複数回開催した。 
スウェーデン大学のヨンテル教授には、国際会議参加に加えて、2019 年 4月 13 日に来日しても
らい、研究発表を行っていただいた（http://www.nptresearch.org/20180407.html ）。さらに
は、GRIPS Discussion Paper にも、「スウェーデンと原爆——核開発から核軍縮へ——」GRIPS 
Discussion Paper, 2020-5 を公表した。 
(https://grips.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_m
ain_item_detail&item_id=1775&item_no=1&page_id=13&block_id=24 ) 
このほか、インド、パキスタン、モンゴル、非同盟諸国全般からも研究者を招き、リアルやオン
ラインで公開研究会を開催した。それらの研究会の模様は、こちらで公開されている
（http://www.nptresearch.org/past-events.html）。 
  
 これまで核秩序、核戦略、軍縮共に、米欧中心に語られることが多かった。しかし実際には、
「核の 1968 年核体制」が出来上がる過程では、中立国や新興独立諸国が重要な役割を果たして
いたことが分かってきた。中立国は、スウェーデンやスイスのように、核保有国となるオプショ
ンを検討した国もあったが、60 年代半ばには、意味ある抑止力を持つコストが上がった。さら
には、核保有国が増えることによる安全保障上のリスクが高まり、また、国際的な「核のタブー」
が強まったことによって、核兵器国になる政治的コストも上がった。他方で、キューバ危機後米
ソ双方に歩み寄りの機運が高まったことで、軍備管理・軍縮部門での可能性が生まれた。欧州中
立国や、欧州外の非同盟諸国は、この状況をそれぞれの利害のために利用しようとした。核戦争
のリスクが下がることはすべての国の利益であることが、この頃には明らかになりつつあった。
しかし、生まれつつあった NPT 体制の中で、原子力の平和利用に関してできるだけ有利な条件を



引き出し、また安全保障に関する譲歩を核保有国側から引き出すことは、様々な立場の非核保有
国にとっての関心事項となった。 
 こうして、一方で完成された抑止の体制が東西同盟間で生まれ、他方で NPT を中心とした不拡
散レジームが形成されていき、全体としてグローバルな核秩序が安定するようになっていった。
この形成過程で、中立諸国のイニシアチブ、非同盟諸国の実際のジュネーブ交渉過程における影
響力が相当大きかったことが分かってきた。これらの知見を現在、Routledge 社より、“Neutral 
Europe and the Creation of the Nonproliferation Regime 1958–68”として、本年中に刊行
予定である。 
 
 
(3) 日本の安全保障政策の再定義に関しては、外交史料館の一次史料収集と整理、元外交官のオ
ーラル・ヒストリー、これらの結果の公刊、さらにはこれらをベースにした研究会の開催、学会
発表、論文発表などを進めてきた。 
オーラル・ヒストリーとしては、2019 年 2 月に『数原孝憲オーラル・ヒストリー』、2022 年 2 月
には『沼田貞昭オーラル・ヒストリー』、2023 年 2月には『宮本雄二オーラル・ヒストリー』と
して公開した。現在すべて GRIPS レポジトリにて自由に閲覧可能である。『沼田貞昭オーラル・
ヒストリー』『宮本雄二オーラル・ヒストリー』に関しては、外務省外交史料館で入手した一次
史料を整理された資料集の形で同時に公開しており、世界中の研究者に利用されている。単なる
聞き取りだけではなく、客観的な史料と照合しながら内容を検証する制度を導入したことは、オ
ーラル・ヒストリーの手法にも新しい頁を開いたと考えている。 
 さらにこれらの資料や共同研究をもとに、研究分担者の吉田真吾氏による日本と INF（中距離
核全廃条約）交渉に関する新知見が研究会や論文発表を通じて披露されている。これまで、日本
の INF 条約関与は、ごく一部の外交官による努力と中曽根康弘という政治家の資質に多くを依
存していたと思われてきたが、外務省史料とオーラル・ヒストリーを総合的に判断すると、従来
思われていたよりもはるかに組織的に日本はこの交渉に早くから関与してきたことが分かって
きている。これは、欧米で持たれているヨーロッパ中心の核軍縮・軍備管理史観に挑戦するもの
であり、今後英語での発信を通じて、より広く日本外交の貢献に対する認識を高めていきたいと
考えている。 
 
 
(4)政策論議への貢献としては、これらの米欧間・NATO での研究を通じて得られた知見をもとに、
現在の日本の安全保障政策見直しへの提言を、2021 年夏から秋にかけて行った。報告書として
は、2021 年夏に岩間が米ハドソン研究所の村野将氏と共同で、「日本の抑止力とアジアの安定」
と称する論文を月間 Voice に発表し、その後これを PHP 研究所との共同研究作業に発展させ、
『日本の抑止力とアジアの安定を考える』という報告書をまとめた。この報告書には中国、ロシ
ア、新領域の研究者も参加して、日本が直面する安全保障環境を分析したうえで、この時代の日
本の抑止力のあり方と、アジアの安定のための制度をどのように作っていくかに関する提言を
行った。これは、2022 年に安全保障三文書が採択されるまでの日本の議論に、貢献できたもの
と考えている。 
 世界はいま、ロシアの核の威嚇により核使用に関する規範が危機に晒されている。また、中国
が米ロ二大国が支配してきた核秩序に挑戦を突き付けようとしている。この時代において、核兵
器に関する安定性を保っていくために何をすべきか、既存の不拡散体制をどのように改革して
いくことが必要かを考えるうえで、本プロジェクトの成果は重要な基盤を提供していると考え
ている。 
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